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特定高齢者の体力を把握するためのテストバッテリ
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目的 本邦では，新たに改正・施行された介護保険法のもと，特定高齢者に向けた地域支援事業が

展開されている。運動機能の評価項目としては，おもに握力，開眼片足立ち，5 m 通常歩行の

3 項目が活用されている。これらの項目は広く普及している一方で，特定高齢者への適用の妥

当性に関する検証は十分になされていない。そこで，本研究では特定高齢者と一般高齢者の体

力的相違に基づいた上で，特定高齢者用の体力テストバッテリを提案することを目的とした。

方法 特定高齢者127人（76.6±5.9歳）と一般高齢者315人（72.2±5.8歳）を対象に，日常生活動

作および移動能力に関連した12項目の体力測定を行った。特定高齢者は，「特定高齢者の決定

方法および選定方法」に準拠して抽出された。特定高齢者の該当・非該当を従属変数としたロ

ジスティック回帰分析によってテストバッテリを選定し，主成分分析を用いて体力得点による

評価指標を作成した。作成した評価指標を別の集団（特定高齢者28人，一般高齢者143人）に

適用することで交差妥当性を検討した。さらに，3 か月間の運動介入ができた特定高齢者62人
を対象に，運動介入による評価指標の妥当性についても検討した。

結果 ロジスティック回帰分析の結果，タンデムバランス，5 回いす立ち上がり，ステップテス

ト，アップ＆ゴーが採択され，この 4 項目でテストバッテリを作成した。主成分分析の結果，

第一主成分が体力の総合力をあらわすと判断され，次のような体力得点による評価指標を作成

した。体力得点＝0.031X1－0.106X2－0.192X3－0.096X4＋1.672，X1：タンデムバランス，

X2：5 回いす立ち上がり，X3：ステップテスト，X4：アップ＆ゴー。また，receiver operating
characteristic（ROC）解析によって求められた特定高齢者と一般高齢者の体力得点のカットオ

フ値は，0.065（感度82.2％，特異度81.9％）であった。体力得点推定式およびカットオフ値の

交差妥当性は良好であり，特定高齢者への運動介入による体力変化がとらえられるものであっ

た。

結論 本研究で提案した特定高齢者用の体力テストバッテリは，妥当な体力評価が可能であり，特

定高齢者施策などの現場および研究フィールドでの活用が期待できるものである。
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Ⅰ 緒 言

本邦では改正された介護保険法が2006年 4 月から

施行され，新予防給付とともに，新たに要支援・要

介護状態に陥る可能性のある高齢者（いわゆる特定

高齢者）に向けた地域支援事業が展開されている。

要介護予防を目的とした予防段階は，活動的な高齢

者を含む「一次予防」，特定高齢者を対象とした

「二次予防」，要支援・要介護状態にある高齢者を対

象とした「三次予防」とに分類され，これらの段階

における一定期間後のプランの見直しは，サービス

利用による生活機能の変化に応じて行われている。

特定高齢者施策の参加者に着目すると，生活機能が

「維持」と判定された場合は同事業の利用を継続し，

「悪化」と判定された場合は要介護認定の申請とな

り，「改善」と判定された場合は一般高齢者施策へ

の移行対象となる。特定高齢者施策では，要支援・

要介護状態への移行を可能な限り防ぎ（遅延させ），

日常生活面でより活動的な一般高齢者のレベルへ体
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力を向上・維持させることがおもなねらいの一つで

あるといえる。

現在，特定高齢者施策における体力の評価には，

簡便で信頼性，妥当性が高いという観点から握力，

開眼片足立ち，5 m 歩行の 3 項目によるテストバッ

テリ（体力測定項目の組み合わせ）が活用されてい

る。しかし，これらの 3 項目によるテストバッテリ

が，選定された特定高齢者の体力を適切に評価でき

るか否かについての検討は十分ではないのが現状で

ある。Brown ら1)は，虚弱高齢者84人を週 3 回の運

動群（48人）とコントロール群（36人）に振り分け，

3 か月間の無作為化比較試験（randomized con-
trolled trial）を行った。全身の主要な筋群，柔軟

性，バランス，反応，全身の協調性の向上をねらい

とした運動プログラムを提供した結果，下肢筋力，

バランス能力は有意に改善したものの，最大歩行速

度，通常歩行速度は改善しなかったことを報告して

いる。また，Ikezoe ら2)も虚弱高齢者28人を運動群

（13人）と対照群（15人）に振り分け，低強度筋力

トレーニングによる12か月間の運動介入を行ってい

る。その結果，大腿四頭筋力は有意に改善したもの

の，握力とファンクショナルリーチは改善しなかっ

たことを報告している。清野ら3)は，特定高齢者を

含むハイリスク高齢者に対して運動器の機能向上を

目的とした運動介入を行った。週 1 回の集団運動と

在宅運動から構成されるプログラムを 3 か月間提供

し，事前事後で10項目の体力測定により介入効果を

評価した結果，いす立ち上がりやタンデムウォーキ

ング，アップ＆ゴーなどの 6 項目は有意に改善した

にもかかわらず，握力，開眼片足立ち，5 m 通常歩行

は有意に変化しなかった。Brown ら2)，清野ら3)は

1 か月ごとに運動内容を期分けし，段階を踏んだ運

動介入を行っており，その運動内容と運動頻度から

すると体力の向上が見込める介入であったといえる。

これらの先行研究の結果をふまえると，厚生労働

省の定めている 3 項目は特定高齢者の体力を評価で

きるものとして周知されている一方で，特定高齢者

に対する運動介入効果を評価する項目としては適当

でない（insensitive である）可能性がある。先述し

た特定高齢者の体力を一般高齢者の体力レベルに改

善させるという介護保険法の目標においては，1)特
定高齢者と一般高齢者との体力的相違に基づいて両

者の体力を階層的に評価できること，2)特定高齢者

の体力が維持されているかどうか，さらに改善され

たのであればどの程度一般高齢者の体力レベルに近

づいたのかをフィードバックできること，3)体力測

定項目の改善が日常生活動作の改善に直結するこ

と，が重要な点であると考えられる。したがって，

特定高齢者の体力を評価する際には，以上の 3 つの

点を考慮した体力評価方法を用いるべきであり，ス

クリーニングを目的として体力を評価する場合も，

より日常生活を活動的に過ごすために必要な項目を

選定することが肝要となる。これまで，代表的な体

力評価方法として，国外では Physical performance
test（PPT)4)や Short physical performance battery
（SPPB)5)が，国内では種田ら6)や重松ら7,8)など，様

々なテストバッテリが開発されている。これらのテ

ストバッテリは，上述した 3)の条件が考慮されて

おり，低体力者にも適用可能という特長を有してい

る。しかし，当然ながら 1) 2)の条件を満たすもの

ではなく，特定高齢者を対象とした教室展開におい

て完全に適合するものではない。さらに，体力を評価

した結果を良質のプログラム構築の礎とするために

は，1) 2)に準拠した評価指標の開発も希求される。

そこで本研究の目的は，特定高齢者と活動的な一

般高齢者の体力的相違に基づいて，特定高齢者用の

体力テストバッテリを新たに提案することとした。

とくに，2007年 4 月より特定高齢者の決定基準が緩

和され，特定高齢者施策参加者の大幅な増加が目標

に掲げられている本邦において，特定高齢者と一般

高齢者の体力的相違に基づく体力評価法の提案は，

「運動器の機能向上」を目的とした介入のための有

益な情報を提供し，特定高齢者施策の発展へつなが

ると考えられる。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 対象者

本研究は，茨城県阿見町，下妻市，城里町，八千

代町，千葉県袖ケ浦市，福島県会津美里町およびそ

の近隣に在住する特定高齢者127人（76.6歳±5.9
歳，男性26人，女性101人）と一般高齢者315人

（72.2歳±5.8歳，男性109人，女性206人），計442人
（65–92歳）を対象とした。これら442人の対象者群

を「基準群」とした。

作成したテストバッテリにおける評価指標の交差

妥当性の検討に，基準群とは別の特定高齢者28人
（77.5±6.5歳，男性 6 人，女性22人），一般高齢者

143人（71.5±4.7歳，男性50人，女性93人）を対象

とし，「妥当化群」とした。

さらに，基準群442人のうち，3 か月間の運動介

入を行った特定高齢者62人（76.7±5.9歳，男性16
人，女性46人）を，介入による評価指標の変化を検

証する群（「介入群」）とした。

すべての対象者に研究の目的や体力測定および質

問紙調査内容を十分に説明し，研究協力への同意を

得た。また，本研究は筑波大学に帰属する倫理委員
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会の承認を受けた。

2. 対象者の抽出方法

本研究で対象とした特定高齢者は，体力測定を打

診した 8 つの自治体のうち承諾が得られた 5 つの自

治体にて，以下の手順で抽出された。各自治体で行

われる 1)基本健康診査受診，2)保健師による訪問

活動，3)関係機関（主治医，民生委員，高齢者福祉

センターなど）からの情報，4)本人，家族，地域住

民などからの情報，5)要介護認定の新規申請時や更

新申請時に非該当であった，などのルートにより抽

出された高齢者に対して「基本チェックリスト」を

行い，「特定高齢者の選定および決定方法」に準拠

して特定高齢者が決定された。基本チェックリスト

は，うつ予防・支援関係を除いた計20項目に「は

い」，「いいえ」の 2 段階で回答を求め，規定された

選択肢を回答（項目に該当）した場合に 1 点を配点

した。本研究では，「運動器の機能向上」5 項目中 3
項目以上に該当することのみを特定高齢者候補者の

要件として用いた。この要件によって早期機能低下

者をスクリーニングできることは，先行研究9)です

でに確認されている。最終的な特定高齢者決定者は

97人，特定高齢者候補者は30人であった。ただし，

1)特定高齢者候補者30人も医師による判定以外の特

定高齢者決定基準を満たしており，特定高齢者施策

への参加が望まれる者であること，2)2007年より特

定高齢者候補者の80％を特定高齢者に決定すること

が目標として掲げられていること，を鑑み，特定高

齢者候補者を含めた計127人を本研究における特定

高齢者群に分類した。

本研究で対象とした一般高齢者は，特定高齢者候

補者の非該当者と，茨城県阿見町，千葉県袖ケ浦

市，福島県会津美里町で開催された体力測定に参加

した65歳以上の地域住民である。各自治体の広報誌

や募集チラシ，自治体職員による参加勧奨などを通

して募集した。

3. 測定項目および測定方法

1) 形態測定

形態指標として，身長計（YG–200，ヤガミ社製）

を用いて0.1 cm 単位で身長を，体重計（Digital
Bathroom Scale HD–316, TANITA 社製）を用いて

0.1 kg 単位で体重を測定した。また，求めた体重

（kg）を身長（m）の 2 乗で除すことにより body
mass index（BMI）を算出した。

2) 体力測定

テストバッテリを作成するにあたり，その候補と

なる体力測定項目の選定は極めて重要である。候補

項目を選定する際に，測定項目が 1)簡便で実用的

であるとともに安全に測定できること，2)特定高齢

者が活動的な日常生活を営む上で必要となる体力を

とらえられること，を考慮した。

加齢にともなう筋力低下は上肢に比べて下肢にお

いて大きく10)，55歳から85歳の男女2,109人を対象

とした縦断研究によると，3 年間で対象者の45.6％
に歩行やいす立ち上がりなどの基本的移動能力の低

下がみられている11)。さらに，65歳以上の高齢男女

4,735人を 7 年間追跡した結果，虚弱者は非虚弱者

と比較して移動能力の悪化率が2.45倍にものぼって

おり12)，移動能力低下の予測因子として身体活動量

と下肢筋力があげられている13)。このような基本的

移動能力の低下は施設入所や，身体的障害，総死亡

などに対する予測因子であり14,15)，quality of life
（QoL）にも強く影響を及ぼすことが明らかとなっ

ている16)。

これらの報告から，特定高齢者と一般高齢者との

間でも，基本的移動能力に関連する体力要素に顕著

な違いがみられるとの仮説が成り立つ。基本的移動

能力は特定高齢者と一般高齢者の体力の特徴を把握

する上で，着目すべき体力要素と考えられた。金

ら17)は，高齢者の日常生活における動作を50ほどに

集約し，活動能力の因子構造として１全身の移動，

２上肢の操作，３手指の操作，４起立・姿勢変換か

らなる身体機能の仮説構造モデルを報告している。

これら 4 つの因子は，生活機能を良好に保つために

いずれも必要不可欠な要素である。とりわけ第一因

子の「全身の移動」は全分散に対する貢献度が最も

高いことからも，考慮すべき重要な因子といえる。

したがって本研究では，日常生活動作の円滑な遂行

に必要となる移動能力以外の体力要素も考慮した上

で，厚生労働省の定める 3 項目（握力，開眼片足立

ち，5 m 通常歩行）に加えて，特定高齢者の基本的

移動能力と日常生活動作に関連の深いと考えられる

9 項目（タンデムバランス，長座体前屈，ファンク

ショナルリーチ，5 回いす立ち上がり，ステップテ

スト，アップ＆ゴー，タンデムウォーキング，豆運

び，ペグ移動）を選定し，テストバッテリの候補項

目とした7,8,18～23)。すべての項目は，秒（0.01単位）

または cm（0.1単位），kg（0.1単位）の測定値とし

て評価した。

体力測定の前には問診によって当日の体調を確認

し，過去 1 年間の既往および治療中の疾患数を聴取

した。いずれの測定も体力測定に精通したスタッフ

が行うことで，安全について十分に留意した。各体

力測定項目の測定方法および評価されるおもな体力

要素は，表 1 のとおりである。

3) 質問紙調査

対象者の横断的特徴を把握するために，以下の質
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表１ 体力測定項目と測定方法

1. 握力（grip strength）：筋力

握力計を手に持ち，両腕を体側で自然に下げ，リラックスした姿勢をとらせた．次に，呼息しながら握力計を可

能な限り強く握らせた．持ち手は身体に触れないように，かつ動かさないように注意した．0.1 kg 単位で左右 2 回

ずつ計測し，平均値を記録とした．

2. 開眼片足立ち（one-leg balance with eyes open）：静的バランス能力

両手を腰に当て，両足をそろえて床の上に立った状態から片方の足を床から離し，可能な限り長く立ち続けるよ

う教示した．接地している支持足の裏が動いたり，腰に当てた手が離れたり，支持足以外の身体部分が着地した時

点でバランスが崩れたものとみなした．計測は足を上げた時点からバランスが崩れた時点までの時間とし，最大値

は60秒とした．左右を問わず0.01秒単位で 2 回計測し，平均値を記録とした．

3. 5 m 通常歩行（5-m habitual walk）：歩行能力

5 m の歩行路を通常の歩く速さで歩いたときの時間を0.01秒単位で 2 回計測し，平均値を記録とした．歩行路の

両端には 1 m の予備路を設けた．

4. タンデムバランス（tandem stance）：静的バランス能力

両手を腰に当てて片足を一足分前に出し，前足のかかとと後ろ足のつま先をつけて直線上に立った状態で，可能

な限り長く立ち続けるよう教示した．足の裏が動いたり，腰に当てた手が離れたり，下肢のみで姿勢の維持が不可

能になった時点でバランスが崩れたものとみなした．計測は前足のかかとと後ろ足のつま先をつけて直線上に立っ

た時点からバランスが崩れた時点までの時間とし，最大値は30秒とした．左右の足を入れ替えて 1 回ずつ0.01秒単

位で計測し，平均値を記録とした．なお，体重は両脚に均等にかけるよう教示した．

5. 長座体前屈（sit and reach）：柔軟性

壁に臀部と背中をつけ，長座位姿勢をとらせた．両手を伸ばし，手のひらを長座体前屈計の上においたまま，膝

を曲げないよう上体を前屈させた．この時の長座体前屈計の移動距離を0.1 cm 単位で 2 回計測し，平均値を記録と

した．

6. ファンクショナルリーチ（functional reach）：動的バランス能力

壁に横向きに立ち，伸展させた両腕を肩の高さまで前方に挙げ，その時点での第 3 指の先端を 0 cm とした．腕

を肩と同じ高さに保ったまま，可能な限り上体を前傾し，両腕の指先が前方に移動した距離を 1 cm 単位で 2 回計

測し，平均値を記録とした．このとき，かかとは浮かせないよう教示した．

7. 5 回いす立ち上がり（5-repetition sit-to-stand）：脚筋パワー

両腕を胸の前で交差し，背中を伸ばした状態で背もたれのついたいすに浅く腰掛けさせた．合図とともに，いす

から立ち上がり直立姿勢をとらせ，再びいすに腰掛ける動作を可能な限り速く 5 回繰り返させた．合図してから 5
回目の直立姿勢をとるまでの時間を0.01秒単位で 2 回計測し，平均値を記録とした．

8. ステップテスト（alternate step）：脚筋パワー（敏捷性も含む）

立位姿勢をとらせ，その約20 cm 前方に19 cm の台を設置した．足の裏が台の高さ（19 cm）まで上がるよう，可

能な限り速くその場で足踏みをおこなってもらい，左右の足を交互に 8 回上げ下ろしするまでの時間を計測した．

測定は0.01秒単位で 2 回計測し，平均値を記録とした．

9. アップ & ゴー（timed up and go）：歩行能力（調整力も含む）

重量のある肘掛けいすに深い座位姿勢をとり，両手を膝の上に置くよう教示した．合図とともに立ち上がり，3
m 前方のコーンを回って着座するまでの時間を0.01秒単位で 2 回計測し，平均値を記録とした．一連の動作は可能

な限り速く行ってもらった．

10. タンデムウォーキング（tandem walking）：動的バランス能力

床上に引いた 3 m の直線上を片足のかかとともう一方の足のつま先をつけた状態で，可能な限り速く歩くよう教

示した．1)かかととつま先がついていない場合，2)線を踏み外した場合，3)壁に手をつくなどバランスが崩れた場

合をエラーとみなした．3 m を歩ききるのにかかった時間を0.01秒単位で 2 回計測し，それぞれのエラーの数を加

えた平均値を記録とした．

11. 豆運び（moving beans with chopsticks）：巧緻性

大豆60個（直径約0.6 cm）を入れた容器 1（直径20.0 cm，深さ2.0 cm）を非利き手側に，容器 2（直径5.0 cm，

深さ3.5 cm）を利き手側に，両容器の最短距離を20 cm にして並べた．対象者に両容器に正対するように座り合図

とともに利き手で持った割り箸を使って豆を 1 個ずつ容器 1 から容器 2 へ移すよう教示した．制限時間は30秒で，

1 回のみ計測し，容器 2 へ移した豆の数を記録とした．

12. ペグ移動（hand working with peg board）：巧緻性

対象者からみて，手腕作業検査器の遠位の盤にペグを48本さした状態で，検査器に立位で正対させた．合図とと

もに左右それぞれの手にペグを 1 本ずつ持ち，手前の盤に移すよう教示した．制限時間は30秒で 1 回のみ計測し，

手前の盤に移したペグの本数を記録とした．
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問紙調査を行った。また，体力測定値に影響を及ぼ

す可能性のある服薬数，肩・腰・膝などの関節の疼

痛部位数をあわせて聴取した。服薬数は，基本的に

医師から処方された医療用医薬品の数とし，薬局等

で購入した一般用医薬品や医薬部外品，サプリメン

トは除外するものとした。質問紙調査は，自記式で

回答を求め，自記式での回答が困難な場合は熟練し

たスタッフによる面談法によって回答を得た。

１ Barthel index
歩行や食事，入浴，着替えなどの基本的 activities

of daily living（ADL）の評価に Barthel index24)を用

いた。各質問項目の総得点を求め，100点満点で評

価した。

２ Physical function domain of the SF–36
（SF–36PF）

身体機能の評価に36–item short-form health survey
（SF–36）日本語版25)の中の physical function index
（SF–36PF）を用いた。移動能力や日常的な身体動

作に関連する10の質問項目に対して「とてもむずか

しい」，「少しむずかしい」，「ぜんぜんむずかしくな

い」のいずれかを選択してもらい，その回答を100
点満点でスコアリングした26)。

３ 老研式活動能力指標（The TMIG index of
competence）

地域で独立した生活を営む上で必要とされる活動

能力（生活機能）の評価に老研式活動能力指標27)を

用いた。「はい」（1 点），「いいえ」（0 点）で回答す

る13の質問項目からなり，総計を求めて生活機能と

して13点満点で評価した。

4. 統計解析

各項目の測定結果は平均値±標準偏差で示した。

体力測定項目は尖度と歪度を算出し，暦年齢との間

における Pearson の積率相関係数を求めた。特定高

齢者と一般高齢者の男女比の比較に x2 検定を施

し，疾患数，服薬数，疼痛部位数の比較には

Mann-Whitney の U 検定を適用した。その他の身

体的特徴および体力測定値の比較には対応のない t
検定を適用した。テストバッテリに含めるテスト項

目の選定には，従属変数を特定高齢者の該当・非該

当（特定高齢者：1，一般高齢者：0），独立変数を

体力測定12項目，調整変数を体力測定値に影響を及

ぼす可能性のある“年齢”，“性”，“服薬数”，“疼痛

部位数”とした stepwise 法（変数減少法：尤度比）

によるロジスティック回帰分析を用いた。高齢者の

体力測定値に対する影響要因の一つとして BMI が
あげられるが，特定高齢者では脊柱彎曲を有する

ケースも多く，身長が過小評価（BMI が過大評価）

されたため，本研究の調整変数からは除外した。

テストバッテリとして選定された項目から総合的

な体力を評価するため，テストバッテリとして選定

された項目間の相関行列に対し主成分分析を施し

た7,8,28～31)。各項目における素データの標準得点

（（測定値－平均値)/標準偏差）に第一主成分の主成

分得点係数を乗じ，その総和により第一主成分得点

を算出する推定式を求め，この第一主成分得点を体

力得点とみなした。そして体力得点推定式に選定さ

れたテストバッテリの測定値を代入し，平均 0，標

準偏差 1 としてあらわされる体力得点を算出した。

また，receiver operating characteristic（ROC）解析

によって ROC 曲線下面積（area under the ROC
curve: AUC）とその95％信頼区間，感度，特異度

をそれぞれ算出し，特定高齢者と一般高齢者の体力

得点の最適なカットオフ値を求めた。カットオフ値

は，感度と特異度の和が最大となるポイントとし

た32)。

作成した体力得点のカットオフ値の交差妥当性を

検討するため，妥当化群における特定高齢者と一般

高齢者の体力得点を比較し（対応のない t 検定），

体力得点のカットオフ値によって特定高齢者と一般

高齢者が正しく分類される確率（正判率）を算出し

た。また，介入群における介入前後の体力得点を比

較し（対応のある t 検定），運動介入によって体力

得点の向上がみられるかを検討した。

すべての統計処理には統計解析ソフト SPSS12.0
を用い，統計的有意水準は 5％とした。

Ⅲ 研 究 結 果

表 2 に質問紙調査項目を含めた基準群の身体的特

徴を示した。いずれの項目にも特定高齢者と一般高

齢者との間で有意差がみられた。Barthel index によ

ると両群ともほぼ身体的に自立しているものの，身

体機能（SF–36PF）や生活機能（老研式活動能力指

標）は，一般高齢者に比べて特定高齢者で有意に低

値を示した（表 2）。
表 3 に基準群の体力測定値を示した。すべての測

定項目で特定高齢者が一般高齢者よりも有意に劣る

値を示し，長座体前屈以外の項目で，暦年齢が高い

ほど測定値は低下を示す傾向にあった。男女の割合

に差がみられたため（表 2），男女別に特定高齢者

と一般高齢者の体力測定値および質問紙調査項目を

比較したところ，男女合わせた分析と同様の結果を

示した。

表 4 には，特定高齢者の該当・非該当を従属変

数，体力測定項目12項目を独立変数としたロジステ

ィック回帰分析の結果を示した。身体的特徴の項目

で 2 群間に差が生じたものの中で，“年齢”，“性”，
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表２ 基準群の身体的特徴（n＝442)

特定高齢者（n＝127) 一般高齢者（n＝315) P 値

年齢† (歳) 76.6±5.9 72.2±5.8 ＜0.05
性別†† 男(％)/女(％) 26(20.5)/101(79.5) 109(34.6)/206(65.4) ＜0.05
疾患数††† 2.0±1.4 1.5±1.2 ＜0.05
服薬数††† 3.5±2.7 1.8±2.1 ＜0.05
疼痛部位数††† 1.4±1.1 0.8±0.9 ＜0.05
身長† (cm) 146.7±7.0 152.9±8.4 ＜0.05
体重† (kg) 52.3±8.9 54.9±9.3 ＜0.05
BMI† (kg/m2) 24.3±3.4 23.4±3.1 ＜0.05

Barthel index† (点) 98.4±3.9 99.9±0.7 ＜0.05
SF-36PF† (点) 58.4±20.8 86.6±13.1 ＜0.05
老研式活動能力指標††† (点) 10.0±2.8 12.1±1.5 ＜0.05

平均値±標準偏差
† 対応のない t 検定

†† x2 検定
††† Mann-Whitney の U 検定

表３ 基準群の体力測定値（n＝442)

体力測定項目

特定高齢者
（n＝127，男性26人，女性101人)

一般高齢者
（n＝315，男性109人，女性206人)

平均値±
標準偏差

尖度 歪度
暦年齢

との相関
平均値±
標準偏差

尖度 歪度
暦年齢

との相関

＋ 握力（kg) 21.1±6.0 1.41 0.69 －0.17† 27.1±7.7* －0.11 0.69 －0.12†

＋ 開眼片足立ち（秒) 14.5±17.3 1.62 1.66 －0.34† 32.1±22.6* －1.64 0.11 －0.42†

－ 5 m 通常歩行（秒) 5.6±2.4 6.73 2.24 0.23† 3.6±0.8* 3.50 1.57 0.34†

＋ タンデムバランス（秒) 19.8±9.8 －1.35 －0.35 －0.38† 27.7±5.9* 6.98 －2.79 －0.25†

＋ 長座体前屈（cm) 31.8±10.0 0.59 －0.92 0.03 35.2±8.4* 0.11 －0.31 －0.20†

＋ ファンクショナルリーチ（cm) 23.9±7.1 0.70 －0.03 －0.28† 28.6±6.1* 2.01 0.52 －0.32†

－ 5 回いす立ち上がり（秒) 10.2±3.8 2.18 1.26 0.37† 6.6±1.6* 0.63 0.79 0.38†

－ ステップテスト（秒) 6.5±2.1 0.91 1.12 0.24† 4.3±0.8* 1.60 1.04 0.38†

－ アップ & ゴー（秒) 10.1±4.6 9.70 2.62 0.29† 6.2±1.4* 8.53 2.23 0.43†

－ タンデムウォーキング（秒＋エラー) 17.3±6.8 1.61 1.18 0.36† 11.9±4.4* 5.25 1.84 0.21†

＋ 豆運び（個) 10.7±3.7 0.99 0.36 －0.35† 12.5±3.9* 1.38 0.32 －0.32†

＋ ペグ移動（本) 34.0±7.6 －0.43 －0.06 －0.38† 41.4±5.8* 2.74 －1.24 －0.32†

* P＜0.05 vs 特定高齢者
† P＜0.05
SPSS による出力に基づき，尖度は 0 を基準として，正の値が尖った分布を意味する

＋ 値の大きいほうが良い記録

－ 値の小さいほうが良い記録

表４ 特定高齢者の該当・非該当を従属変数とした

ロジスティック回帰分析（n＝442)

体力測定項目 オッズ比† 95％信頼区間 P 値

タンデムバランス 0.96 0.925–1.001 0.055
5 回いす立ち上がり 1.23 1.026–1.481 ＜0.05
ステップテスト 1.78 1.262–2.520 ＜0.05
アップ & ゴー 1.33 1.087–1.626 ＜0.05

† 年齢，性，服薬数，疼痛部位数による調整済みオッ

ズ比

正分類：85.6％
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“服薬数”および“疼痛部位数”は，体力測定値に

影響を及ぼす可能性があるため，この 4 つの変数で

調整したオッズ比を求めた。stepwise 法（変数減少

法：尤度比）により，タンデムバランス，5 回いす

立ち上がり，ステップテスト，アップ＆ゴーの 4 項

目が採択されたため，これらの項目でテストバッテ

リを作成した。4 項目で男女間に有意差がみられた

項目は，ステップテストのみであった（表 5）。ま

た，この 4 項目で特定高齢者と一般高齢者を正しく

分類できる確率は85.6％であった。
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表５ テストバッテリとして採択された 4 項目における性差（n＝442)

体力測定項目

全体（n＝442) 特定高齢者（n＝127) 一般高齢者（n＝315)
男性

(n＝135)
女性

(n＝307)
男性

(n＝26)
女性

(n＝101)
男性

(n＝109)
女性

(n＝206)

年齢（歳) 73.8±6.4 73.4±6.0 76.9±4.9 76.6±6.1 73.1±6.5 71.8±5.3
タンデムバランス（秒) 25.9±8.1 25.2±8.1 16.2±10.2 20.7±9.5* 28.2±5.3 27.4±6.2
5 回いす立ち上がり（秒) 7.4±2.7 7.7±3.0 10.9±3.9 10.0±3.8 6.6±1.4 6.5±1.6
ステップテスト（秒) 4.7±1.6 5.1±1.6* 7.0±2.1 6.3±2.1 4.2±0.8 4.4±0.8
アップ & ゴー（秒) 7.1±3.7 7.4±3.1 12.4±5.8 9.6±4.2* 5.9±1.2 6.4±1.5*

* P＜0.05 vs 男性

図１ 特定高齢者，一般高齢者の体力得点の散布図
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4 項目の第一主成分得点を推定する式を作成する

ために，4 項目間の相関行列に主成分分析を施した

ところ，第一主成分が全分散の58.7％を説明する結

果を得た。したがって，第一主成分が体力の総合力

をあらわすと判断し，第一主成分得点を体力得点と

みなした。主成分分析で得られた 4 項目の第一主成

分得点係数は，－0.251（タンデムバランス），

0.310（5 回いす立ち上がり），0.316（ステップテス

ト），0.315（アップ＆ゴー）であり，第一主成分

（体力）にほぼ同程度の影響を与えていた。これら

の第一主成分得点係数の符号を逆転させ，基準群

442人における各項目の標準得点を乗じた総和を求

めると以下の式になる。

第一主成分得点（体力得点)

＝0.251(X1－25.4)/8.1
－0.310(X2－7.6)/2.9
－0.316(X3－5.0)/1.6
－0.315(X4－7.3)/3.3

この式を展開し，最終的に 4 項目によるテストバッ

テリから求められた体力得点推定式は以下のとおり

である。

体力得点＝0.031X1－0.106X2－0.192X3－0.096X4

＋1.672
X1 から X4 は，それぞれ X1：タンデムバランス，

X2：5 回いす立ち上がり，X3：ステップテスト，

X4：アップ＆ゴーである。基準群における体力得

点の平均値は特定高齢者で－1.00±1.19，一般高齢

者で0.41±0.48であり，いずれも暦年齢との間に有

意な相関関係がみられた（特定高齢者：r＝－0.41，
一般高齢者：r＝－0.47）（図 1）。
図 2 に基準群における体力得点の ROC 曲線を示

した。体力得点は，特定高齢者と一般高齢者の識別

において大きな ROC 曲線下面積（AUC＝0.7以上）

を示した。感度を特異度の和が最大になる点に対応

する体力スコア（カットオフ値）は0.065（感度：

82.2％，特異度81.9％）であった（図 2，表 6）。
表 7 に，妥当化群の素データを体力得点推定式に

適用した結果とその正判率を示した。体力得点は特
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図２ 基準群における体力得点の ROC 曲線

ROC: receiver operating characteristic

表６ 特定高齢者と一般高齢者の体力得点の最適な

カットオフ値

カット
オフ値

感度
（％)

特異度
（％) AUC 95％

信頼区間

体力得点 0.065 82.2 81.9 0.881 0.842–0.921

AUC: area under the ROC curve

表７ 異なる集団に体力得点推定式を適用した場合

の体力得点および正判率（交差妥当性）の検

討

体力得点平均値 正判率 誤判率

特定高齢者
(n＝ 28) －1.05±0.70 100％

(n＝ 28)
0％

(n＝ 0)
一般高齢者
(n＝143) 0.34±0.52* 78％

(n＝111)
22％

(n＝32)

* P＜0.05 vs 特定高齢者

正判率：体力スコアをカットオフ値（0.065）で分けた

際に，特定高齢者および一般高齢者が正しく

分類される確率

誤判率：体力スコアをカットオフ値（0.065）で分けた

際に，特定高齢者および一般高齢者が誤って

分類される確率

図３ 3 か月間の運動介入による体力得点の変化
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定高齢者で－1.05±0.70，一般高齢者で0.34±0.52
であり，一般高齢者において有意に高値を示した。

また，体力得点をカットオフ値（0.065）で分けた

際に，特定高齢者を正しく分類する確率は100％
（誤判率 0％），一般高齢者を正しく分類する確率は

78％（誤判率22％）であった（表 7）。
図 3 には，3 か月間の運動介入を行った介入群の

体力得点を算出し，運動介入による変化を示した。

3 か月間の運動介入によって，体力得点は－1.74±

1.38から－1.18±1.22へと有意に向上した（図 3）。

Ⅳ 考 察

1. テストバッテリ（テスト項目）の吟味

選定した12項目にロジスティック回帰分析を施し

た結果，タンデムバランス，5 回いす立ち上がり，

ステップテスト，アップ＆ゴーの 4 項目が採択され

た。すなわち，この 4 項目が特定高齢者と一般高齢

者の体力的相違に最も影響を与えていると考えられ

る項目であり，採択されたのはすべて移動能力に関

連した項目であった。欧米で高齢者の下肢機能を評

価する際に用いられている SPPB5)では，タンデム

バランス，8 フィート歩行，5 回いす立ち上がりが

テスト項目として採択され，将来的な障害や総死亡

に関連することが報告されている。本研究で作成し

たテストバッテリにも SPPB で採択されている 2 項

目（タンデムバランス，5 回いす立ち上がり）が含

まれており，身体的虚弱の特徴は，これら移動能力

の低下によるものが大きいといえる。特定高齢者と

一般高齢者の割付けに用いた基本チェックリスト

は，日常生活に関する実践状況（～していますか）

を問うものである。実際の体力測定においても特定

高齢者と一般高齢者の違いに移動能力が最も強く影

響していたことから，移動能力の低下が，特定高齢

者となるリスクとともに廃用症候群や日常生活にお

ける不活動のリスクをも高めるものと考えられる。

本研究では，日常生活動作を円滑に遂行する上で

どの体力要素が必要かという観点から測定項目を精

査した。したがって，特定高齢者と一般高齢者の体

力的相違の特徴を実際に確認するための分析は不可

欠であった。結果として基本チェックリストに対応

した項目が採択されたことから，この 4 項目を用い

ることで，特定高齢者に対する適切な体力評価が可

能と考えられる。

本研究では 8 フィート歩行と同様の項目で，厚生

労働省のテストバッテリにも含まれている 5 m 通
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常歩行が選ばれず，アップ＆ゴーが採択された。ア

ップ＆ゴーは，もともと身体的に虚弱な高齢者の基

本的移動能力を評価するために開発されたフィール

ドテストであり21)，Berg balance scale33)，階段昇降

動作34)，転倒35)などとの有意な関連が報告されてい

る。また，地域在住高齢者と施設に入所している虚

弱な高齢者とでは，速さに顕著な差があることも確

認されている36)。アップ＆ゴーはいすからの立ち座

り，最大歩行，方向転換（身体の操作）など，日常

生活動作を反映した要素を多く含む複合的な項目で

あり，5 m 通常歩行よりも，特定高齢者と一般高齢

者の体力的相違に大きな影響を与えたものと考えら

れる。

タンデムバランスは，静的バランス能力の尺度と

して開発された測定項目である22)。先述したよう

に，タンデムバランスは SPPB でも評価項目として

用いられているが，この立位バランススコアおよび

膝伸展筋力が最も低い群では，歩行障害を有する者

が42.6％にも達することが報告されている37)。タン

デムバランスの尖度，歪度を算出したところ，特定

高齢者と一般高齢者とでは分布が異なっていた（表

3）。特定高齢者では尖度が小さくほぼ左右対称の分

布になっているのに対し，一般高齢者では負に歪ん

だ尖度の大きい分布になっていることが明らかであ

った。さらに，平均値も考慮すると，一般高齢者で

はその測定値がほとんどの者で最大値（30秒）近く

に分布し，天井効果がみられていることがわかる。

静的バランス能力の評価項目として開眼片足立ちも

汎用されているが，開眼片足立ちは測定値の分散が

極めて大きい。こうした測定値の分布の違いから，

特定高齢者と一般高齢者の体力的相違を検討する上

では，タンデムバランスのほうがより有用であった

可能性がある。

ステップテストは，階段昇降の測定と同様に下肢

の機能を推定する有用なテスト方法である。また，

5 回いす立ち上がりは，簡便に脚筋パワーを測定す

る方法として提案されたものである5)。Bean ら38,39)

は，脚筋力（脚の最大筋力）よりも脚筋パワー（脚

の筋力と動作スピードの積）のほうが移動能力に及

ぼす影響が強いこと，また，移動制限のある高齢者

において，身体パフォーマンスには脚筋パワーが最

も重要な要素であり，階段昇降タイム，いす立ち上

がりタイム，タンデムウォーキング，通常・最大歩

行，SPPB とそれぞれ有意な相関があることを明ら

かにした。ステップテストと 5 回いす立ち上がり

は，その動作特性上，基本的移動能力に直結した測

定項目ともいえるため，特定高齢者と一般高齢者と

の体力的相違に大きく影響したと考えられる。これ

らの 2 項目とアップ＆ゴーは，動作遂行時に発揮さ

れる体力要素が単一の体力要素だけでなく，動作ス

ピード，バランスなどを含めた全身の協調性などの

要素（技術）を含んでいる。松浦ら40)は神経・筋の

協調性や筋力の低下を呈する高齢者では，安全に安

定した状態へと動きの特徴の変化がみられるとして

いる。金ら41)はこれを運動能力因子の単純性の低下

（運動能力の脱分化）と解釈しており，特定高齢者

のように身体的虚弱が懸念される高齢者において

は，それぞれの体力要素別の評価に加えて，体力要

素が混合化されたパフォーマンスとしても評価でき

ることが肝要ではないかと考えられる。

握力は，全身の筋量を反映する42)として汎用さ

れ，多数の研究によってその妥当性や測定の意義が

明らかにされてきた43)。しかし，高齢者においては

筋量に依存している傾向が弱く，年齢（加齢）との

関係がより強くなることが示されており44)，本研究

においても男女別に検討するとその傾向が強くなっ

た。こうした理由から，特定高齢者と一般高齢者の

体力的相違に影響を与える項目として，握力よりも

脚筋パワーおよび基本的移動能力の有用な指標とな

るステップテスト，5 回いす立ち上がりが採択され

た可能性がある。

以上を考慮すると，本研究で採択された 4 項目に

よるテストバッテリは，特定高齢者の体力評価項目

として適当なものであり，現場および研究フィール

ドでの適用可能性が高いものと考えられる。本研究

では下肢を中心とした移動能力を評価する項目が採

択された。移動能力は高齢者が自立した生活を維持

していく上で必要不可欠であり，高齢者の体力を代

表するものとして考えられているため，本研究で提

案したテストバッテリは特定高齢者の体力を妥当に

反映し得るであろう。

2. 評価指標の作成と妥当性

テストバッテリとして選定された 4 項目におい

て，男女間で有意差がみられた項目はステップテス

トのみであり，その差も0.5秒未満であった。した

がって本研究では，男女共通の評価指標作成を試み

た。体力得点（第一主成分得点）は，特定高齢者と

一般高齢者のいずれにおいても暦年齢との間に相関

関係がみられ，全分散に対する説明率も先行研

究7,31)とほぼ同様の値であったため，体力をあらわ

す因子と解釈できた。

運動指導場面などで縦断的に体力を評価していく

ためには，具体的な数値による基準値を設定するこ

とが望ましい。特定高齢者に対しては良好な生活機

能を保ち，円滑な日常生活を過ごすための目標とし

て，一般高齢者に対しては体力低下への警鐘を鳴ら
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し，生活習慣に対する行動変容を促す意味としての

基準値が必要と考えられる。そこで，特定高齢者と

一般高齢者における体力得点の感度と特異度を算出

し，ROC 曲線を描くことでカットオフ値を求めた。

Hebert ら45)は先行研究での感度と偽陽性率をまと

めており，それによると感度は79～97％，偽陽性率

は50～82％であった。この報告と比較すると，本研

究のカットオフ値（0.065）は感度，特異度ともに

良好であるといえる。これらの値は，特定高齢者と

一般高齢者の体力水準を識別する上で最良の値とい

えるため，特定高齢者においては，体力得点が

0.065よりも高いことが活動的であるための一つの

目標となろう。また，一般高齢者においては，

0.065を下回らないことが一つの目安となる。体力

得点のカットオフ値は暦年齢の影響を受けずに体力

を評価できるため，運動指導現場のみならず研究フ

ィールドにおいて体力を評価する場合も活用可能な

ものと考えられる。

次に，作成した体力得点推定式およびカットオフ

値の交差妥当性について考察する。妥当化群の特定

高齢者，一般高齢者の体力得点はそれぞれ－1.05±

0.70，0.34±0.52と平均値間に有意差をみとめたこ

とから，本研究で作成した体力得点推定式の交差妥

当性が示されたといえる（表 7）。また，本研究で

算出した体力得点のカットオフ値（0.065）によっ

て，すべての特定高齢者を正しく分類できた。一方

で，一般高齢者では体力得点によって完全に群を判

別するまでには至らなかった。ただし，本来の特定

高齢者と一般高齢者の分類も質問紙（基本チェック

リスト）による主観的な情報を基盤としていること

や，体力測定の限界を考慮すると，判別精度にはあ

る程度の限界が生じてくるものと考えられる。早期

機能低下者をスクリーニングする意味や，先の He-
bert の報告45)も踏まえると，本研究のカットオフ値

における特定高齢者および一般高齢者の正判率は比

較的良好であると考えられた。今後さらに多集団に

適用することで，カットオフ値の妥当性を見極めて

いく必要があろう。

介入群の体力得点は，3 か月間の運動介入によっ

て有意に向上した（図 3）。運動介入は，異なる複

数の地域で行ったものであり，運動プログラムも地

域ごとに異なったものが提供されている。つまり，

特異的なプログラムによる変化ではなく，一般的な

運動プログラムによる体力得点の変化を反映できて

いるといえる。本研究の結果から，体力得点は特定

高齢者への運動介入による体力変化をとらえられる

指標と考えられる。

本研究の対象者は，茨城県阿見町，下妻市，城里

町，八千代町，千葉県袖ケ浦市，福島県会津美里町

およびその近隣に在住する高齢者である。特定高齢

者はそれぞれの地域で候補者の中から無作為に選定

されているものの，行政レベルでも把握が困難であ

り，幅広い地域での調査は不可能であった。また，

基本チェックリストの「運動器の機能向上」項目に

よって選定される特定高齢者候補者の体力は，とく

に女性においてばらつきが大きく，先行研究による

一般高齢者の平均値と比較しても遜色のないことが

示されている9)。特定高齢者の把握経路は，基本健

診からのルートが約 6 割以上を占めており，会場ま

で自分で足を運べる，相対的に元気な特定高齢者が

サンプリングされている可能性がある。一般高齢者

においても同様で，健康意識の高い高齢者のほうが

積極的に体力測定に参加する傾向があるため，相対

的に体力の高い者の集まる可能性が高い。本研究で

は，以上のような標本抽出過程における限界を有し

ている。しかし，1)相対的に元気な対象者が集まる

傾向は，実際の健康支援現場の参加者状況が反映さ

れていること，2)特定高齢者の選定方法は，「特定

高齢者の選定および決定方法」に完全に準拠したも

のであること，3)本研究の全対象者に占める特定高

齢者群の割合（28.7％）は，高齢者全体に占める特

定高齢者候補者の割合の目標値（25％）におおよそ

当てはまるものであること，を鑑みると，外的妥当

性は良好ではないかと考えられる。本研究で提案し

た体力テストバッテリを活用することで，特定高齢

者の日常生活動作に直結した体力評価が可能とな

り，良質の「運動器の機能向上」プログラムの礎に

できると考えられる。

Ⅴ 結 語

本研究では，特定高齢者と一般高齢者との間でみ

られる体力的相違に基づいて，タンデムバランス，

5 回いす立ち上がり，ステップテスト，アップ＆

ゴーの 4 項目からなる特定高齢者用の体力テストバ

ッテリを提案した。また，体力得点による評価指標

を作成し，特定高齢者に向けた体力得点の目標値

（0.065）を示すことができた。体力得点推定式の交

差妥当性は良好であり，特定高齢者への運動介入に

よる体力変化をとらえられるものであった。以上よ

り，本研究で提案した体力テストバッテリは，現場

および研究フィールドでの活用が期待できるもので

ある。今後は，体力得点の再現性の検討や，対象群

を設定しての特定高齢者に対する運動介入効果の検

証，幅広い地域でのさらなる妥当性検証が求められ

る。
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A functional ˆtness test battery for pre-frail older adults (so-called `̀ speciˆed elderly
individuals'')
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Takako FUKASAKU2*, Junko OKUNO2*, Tomohiro OKURA2* and Kiyoji TANAKA2*
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Background In Japan, an exercise program for pre-frail older adults (so-called `̀ speciˆed elderly individ-
uals'') (SEIs) has been prescribed under the newly developed long-term care insurance system.
Three functional ˆtness measures (grip strength, one-leg balance with eyes open, and 5-m habitual
walk) are used in the system; however, it has yet to be determined if applying these measures to SEIs
is appropriate.

Purpose The purpose of this study was to develop a new test battery assessing functional ˆtness for SEIs,
and to determine cross-validity and responsiveness of these measures.

Methods One hundred and twenty seven SEIs (76.6±5.9 yr) and 315 healthy older adults (HOAs) (72.2
±5.8 yr) completed twelve functional ˆtness tests related to activities of daily living (ADL) and
mobility. The SEI was deˆned by the Japanese Ministry of Health, Labour and Welfare in 2005. The
test battery items were selected by logistic regression analysis. A functional ˆtness score (FFS) equa-
tion was developed by principal component analysis. The cross-validity of the FFS equation was then
tested using a diŠerent set of 28 SEIs (77.5±6.5 yr) and 143 HOAs (71.5±4.7 yr). Responsiveness
of the FFS was also assessed in 62 SEIs (76.7±5.9 yr) after a 3-month exercise program.

Results The following 4 test items were selected for assessment of functional ˆtness in SEIs: tandem stance,
5-repetition sit-to-stand, alternate step, and timed up and go. Applying principal component analysis
to the 4 selected functional ˆtness items, the ˆrst principal component was interpreted as total func-
tional ˆtness. The following equation was developed to estimate FFS based on the ˆrst principal com-
ponent coe‹cient of each variable: FFS＝0.031X1－0.106X2－0.192X3－0.096X4＋1.672, X1＝tan-
dem stance(s), X2＝5-repetition sit-to-stand (s), X3＝alternate step(s), X4＝timed up and go(s).
The cut-oŠ value to distinguish SEIs from HOAs using receiver operating characteristic ROC) curve
was 0.065 (sensitivity 82.2％, speciˆcity 81.9％). The cross-validity and responsiveness of the FFS
equation was considered acceptable.

Conclusion This newly developed test battery should be a useful tool for comprehensively evaluating func-
tional ˆtness in SEIs.
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